
Ｊ
Ｒ
東
日
本
会
社
は
、
１

９
８
７
年
８
月
の
「
労
使
共

同
宣
言
」
か
ら
４
回
に
わ
た

り
Ｊ
Ｒ
東
労
組
と
の
共
同
宣

言
を
締
結
し
て
き
た
。
直
近

で
は
、
２
０
０
１
年
８
月
に

「
２
１
世
紀
労
使
共
同
宣
言
」

を
締
結
し
、
い
ず
れ
も
「
健

全
で
安
定
し
た
労
使
関
係
」

「
会
社
内
の
問
題
は
平
和
裡

か
つ
労
使
間
の
真
摯
な
話
し

合
い
で
解
決
」
と
う
た
っ
て

い
る
。
Ｊ
Ｒ
東
日
本
に
お
け

る
労
使
共
同
宣
言
の
原
点
は
、

国
鉄
時
代
の
階
級
的
労
働
運

動
へ
回
帰
さ
せ
な
い
こ
と
で

あ
り
、
Ｊ
Ｒ
東
日
本
の
本
質

的
な
企
業
内
労
働
組
合
と
し

て
の
構
築
で
あ
っ
た
と
思
う
。

そ
の
よ
う
な
労
使
共
同
宣

言
の
趣
旨
を
無
視
す
る
か
の

よ
う
に
、
Ｊ
Ｒ
東
労
組
は
ス

ト
権
の
行
使
を
通
告
し
、
そ

れ
を
盾
に
し
て
交
渉
に
臨
も

う
と
し
た
。
一
方
会
社
側
は
、

「
会
社
内
の
問
題
は
平
和
裡

か
つ
労
使
間
の
真
摯
な
話
し

合
い
で
解
決
し
よ
う
」
と
再

三
、
申
入
れ
を
し
た
よ
う
だ

が
受
け
入
れ
ら
れ
な
か
っ
た

よ
う
だ
。
そ
の
結
果
、
Ｊ
Ｒ

東
日
本
内
で
の
ス
ト
権
騒
動

は
拡
大
し
、
新
聞
や
メ
デ
ィ

ア
で
大
々
的
に
報
道
さ
れ
て

し
ま
っ
た
。
Ｊ
Ｒ
東
日
本
会

社
は
、
こ
の
よ
う
な
事
態
を

重
く
受
け
止
め
、
労
使
共
同

宣
言
か
ら
の
労
使
間
の
信
義

に
反
す
る
と
し
て
、
失
効
を

通
告
し
た
。

Ｊ
Ｒ
東
日
本
会
社
の
労
使

に
求
め
ら
れ
て
い
る
の
は
ス

ト
ラ
イ
キ
権
の
確
立
、
格
差

ベ
ア
で
は
な
く
、
技
術
継
承
・

人
材
育
成
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。

今
か
ら
約
３
０
年
前
、
血

の
に
じ
む
よ
う
な
思
い
で
国

鉄
改
革
を
断
行
し
、
築
き
あ

げ
た
Ｊ
Ｒ
ブ
ラ
ン
ド
や
お
客

さ
ま
の
信
頼
を
失
う
よ
う
な

行
為
を
断
じ
て
許
す
こ
と
は

で
き
ま
せ
ん
。

無
関
心
は
、
労
働
組
合

も
会
社
も
ダ
メ
に
す
る

Ｊ
Ｒ
の
将
来
を
担
う
、
ポ

テ
ン
シ
ャ
ル
採
用
社
員
や
中

堅
層
の
主
務
・
助
役
職
は
も

と
よ
り
平
成
採
用
の
若
い
社

員
一
人
ひ
と
り
が
、
Ｊ
Ｒ
発

足
の
経
緯
、
労
働
組
合
の
歴

史
な
ど
を
勉
強
し
、
良
く
考

え
て
自
分
自
身
の
将
来
、
そ

し
て
会
社
の
未
来
を
見
つ
め

直
し
て
ほ
し
い
。

今
は
、
ス
ト
ラ
イ
キ
を
論

ず
る
時
期
で
は
な
く
次
の
３

０
年
に
向
け
て
論
ず
る
大
切

な
時
期
で
あ
る
。
大
量
退
職

時
代
に
向
か
っ
て
い
る
な
か

で
労
使
は
対
峙
す
る
こ
と
な

く
、
し
っ
か
り
議
論
を
重
ね
、

一
致
協
力
し
て
会
社
の
発
展

の
た
め
「
技
術
継
承
・
人
材

育
成
」
に
取
り
組
ん
で
行
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
時
期
で

あ
る
。

ス
ト
ラ
イ
キ
を
安
易
に

考
え
て
い
な
い
か

「
ス
ト
ラ
イ
キ
は
伝
家
の

宝
刀
」
と
言
わ
れ
る
の
は
、

万
策
尽
き
た
最
後
の
最
後
に

と
ら
れ
る
手
段
で
あ
り
、
労

使
と
も
に
大
き
く
傷
つ
く
行

為
で
あ
る
か
ら
だ
。

昔
々
、
左
翼
思
想
に
「
ス

ト
」
の
目
的
は
、
直
接
的
な

成
果
は
な
く
と
も
組
織
の
団

結
力
を
高
め
る
行
為
と
し
て

「
ス
ト
」
の
必
要
性
を
訴
え

た
歴
史
が
あ
っ
た
。

東
労
組
の
闘
う
体
制
作
り

に
は
「
ス
ト
」
は
、
必
要
不

可
欠
な
運
動
で
あ
っ
た
と
思

う
。
し
か
し
、
組
合
員
不
在

の
運
動
は
組
織
の
弱
体
を
結

果
と
し
て
招
い
て
し
ま
っ
た
。

社
員
の
皆
さ
ん
へ

◎
平
成
30
年
１
月
26
日
、
人

事
部
長
・
３
６
協
定
締
結
に

向
け
て
。

◎
平
成
30
年
２
月
20
日
、
社

長
・
争
議
行
為
の
中
止
の
申

し
入
れ
に
つ
い
て
。

◎
平
成
30
年
２
月
25
日
、
社

長
・
ス
ト
通
告
は
労
使
共
同

宣
言
を
否
定
し
た
も
の
で
あ

る
。

勤
労
速
報

・
平
成
30
年
２
月
26
日
、
人

事
部
。
東
労
組
と
の
「
労
使

共
同
宣
言
」
の
失
効
を
通
知
。
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コンセプト 自らを変える!! 明日を創る!!
イースト イノベーション!!

東
労
組
本
部
が
ス
ト
権
を

振
り
か
ざ
し
て
イ
ケ
イ
ケ
ド

ン
ド
ン
と
煽
る
な
か
、
会
社

の
方
針
と
の
兼
ね
合
い
も
あ

り
身
に
窮
す
る
思
い
を
さ
れ

て
い
る
方
も
多
い
と
思
う
。

私
た
ち
イ
ー
ス
ト
ユ
ニ
オ
ン

は
労
働
者
の
権
利
で
あ
る
ス

ト
権
を
否
定
す
る
つ
も
り
は

全
く
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
、

東
労
組
の
ス
ト
権
に
ど
れ
ほ

ど
の
正
当
性
が
あ
る
の
で
し
ょ

う
か
。

会社が「労使共同宣言」

の失効を通知!!
「
自
主
自
立
」
今
こ
そ
行
動
す
る
時
、
自
信
と

確
信
を
持
っ
て
イ
ー
ス
ト
ユ
ニ
オ
ン
へ
の
加
入

を
呼
び
か
け
よ
う
!!

東
労
組
の
普
通
の
組
合
員
へ
訴
え
よ
う

イーストユニオン

です
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2018春季生活闘争勝利に向けて
好調な業績があるのは社員の努力に他ならない。更なる

安全とサービスの追求、収益力向上に向けて、公正な配分
を求める！
本部は、2月13日、第４回中央委員会決定に基づき「賃金引上げ」と「諸労働条件改善」

に関する組合員の声を申し入れた。

『賃金引き上げ要求』
１．賃金引き上げについて

（１）定期昇給を実施すること。

（２）2018年4月1日の定期昇給後の基準内賃金を、一人平均3,000円引き 上げること。

（３）契約社員についても、社員に準じて賃金を引き上げること。

２．グループ会社に対する契約単価を見直し、グループ会社社員の賃金引上げに寄与すること。

３．上記申入れに対する回答期限を、平成30年3月15日までにすること。

『労働条件に関する協約の改訂要求』
（１）就業関係

①特別休日の付与日数(第57条第2項)
現行、「年間62日付与」を「年間65日付与」と改正すること。

②年次有給休暇 使用単位（第83条第1項）
半日単位の使用について、該当する事由の各号を削除し、使用使途の制限を緩和（撤廃）する
こと。併せて、請求手続（第84条第2項）について、半日単位の使用については、前日までと
すること。また、時間単位の取得を可能にするなど、制度の運用改善を図ること。

③保存休暇の使途(第87条第2項)
保存休暇の使途について、該当する各号を削除し、使用使途の制限を緩和(撤廃)すること。

④保存休暇の効力(第87条第4項)
エルダー社員の保存休暇については社員から引き続いて勤務しているものとして取り扱う。を
加えること。

（２）賃金関係

⑤所定昇給額(第261条)
毎年4月1日に実施する「所定昇給額」について、各級一律に1,000円を増額すること。

⑥割増賃金について(第327条)
割増賃金の単価を平日・B単価を140/100へ、D単価を150/100、E単価を160/100へそれぞれ引き
上げること。

⑦出向手当(第214条）
60歳未満の出向者に対し、若年出向手当を支給すること。また、
特にグループ会社社員の指導育成にあたる出向社員に対しては指
導教育手当を支給すること。

⑧技能手当(第299条)
サービスの品質向上のために、技能手当の支給対象(別表17)に、
「サービス介助士」を追加し、1000円を支給すること。

（３）退職手当関係

⑨退職手当の算定基礎給となっている第二基本給を廃止すること。

⑩定年退職日を翌年の7月に統一すること。

団体交渉における真摯な議論、誠意ある回答を強く要請する。


